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「連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連結注記表」、「株主資本等変動

計算書」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15

条の規定に基づき、当社ホームページに掲載することにより株主のみなさまに提

供しております。 

 

※なお、「連結株主資本等変動計算書」及び「株主資本等変動計算書」につきま

しては、第74期定時株主総会招集ご通知添付書類に記載のほか、インター 

ネットによる開示もしております。 



 平成27年４月１日から
 平成28年３月31日まで

当期首残高 14,577 8,710 11,825 △ 281 34,832

　会計方針の変更による
　累積的影響額

　　―

会計方針の変更を反映
した当期首残高

14,577 8,710 11,825 △ 281 34,832

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,014 △ 2,014

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

2,580 2,580

　自己株式の取得 △ 499 △ 499

　自己株式の処分 △ 13 33 19

　非支配株主との取引に係る
　親会社の持分変動

0 0

　株主資本以外の項目の
  当期変動額(純額)

当期変動額合計 　　― △ 13 565 △ 466 85

当期末残高 14,577 8,696 12,391 △ 747 34,917

当期首残高 176 △ 1,851 340 △ 1,333 141 50 33,690

　会計方針の変更による
　累積的影響額

　　―

会計方針の変更を反映
した当期首残高

176 △ 1,851 340 △ 1,333 141 50 33,690

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,014

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

2,580

　自己株式の取得 △ 499

　自己株式の処分 19

　非支配株主との取引に係る
　親会社の持分変動

0

　株主資本以外の項目の
  当期変動額(純額)

△ 122 1 △ 149 △ 270 57 △ 3 △ 215

当期変動額合計 △ 122 1 △ 149 △ 270 57 △ 3 △ 130

当期末残高 54 △ 1,849 191 △ 1,604 198 47 33,560

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書   

（単位：百万円）

株     主     資     本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

　  当連結会計年度

自己株式 株主資本合計

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

非支配
株主持分
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当期首残高 14,577 8,701 10,507 △ 721 33,064

　会計方針の変更による
　累積的影響額

23 23

会計方針の変更を反映
した当期首残高

14,577 8,701 10,530 △ 721 33,087

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,094 △ 2,094

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

3,389 3,389

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　自己株式の処分 9 440 449

　株主資本以外の項目の
  当期変動額(純額)

当期変動額合計 　　― 9 1,295 440 1,744

当期末残高 14,577 8,710 11,825 △ 281 34,832

当期首残高 935 △ 1,854 12 △ 907 67 39 32,263

　会計方針の変更による
　累積的影響額

23

会計方針の変更を反映
した当期首残高

935 △ 1,854 12 △ 907 67 39 32,287

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,094

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

3,389

　自己株式の取得 △ 0

　自己株式の処分 449

　株主資本以外の項目の
  当期変動額(純額)

△ 758 3 328 △ 426 73 11 △ 341

当期変動額合計 △ 758 3 328 △ 426 73 11 1,403

当期末残高 176 △ 1,851 340 △ 1,333 141 50 33,690

非支配
株主持分

平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで

　　　　　　前連結会計年度（ご参考）

資本金 資本剰余金

純資産合計

株主資本合計

（単位：百万円）

株     主     資     本

その他の包括
利益累計額合計

その他の包括利益累計額

退職給付に係る
調整累計額

利益剰余金 自己株式

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

新株予約権
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１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
　    連結子会社の数          :　３社
　　    主要な連結子会社の名称  :  株式会社いちよし経済研究所
                                   いちよしアセットマネジメント株式会社
 　　     　             　　   　 いちよしビジネスサービス株式会社

２．会計方針に関する事項
（1）有価証券等の評価基準及び評価方法
　　①　トレーディングの目的及び範囲
　　　　当社グループにおけるトレーディング業務の目的は、取引所において行う取引については健全な市場
　　　機能の発揮と委託取引の円滑な執行に資すること、取引所以外の取引については公正な価格形成と流通
　　　の円滑化を図ることを主目的とし、併せて、時価の変動または市場間の格差等を利用して当社グループ
　　　が利益を得ること並びに損失を減少させることを目的としております。
　　　　当社グループのトレーディングにおける取扱商品は、取引所取引では上場株式、新株予約権付社債、
　　　株価指数の先物取引やオプション取引、個別株オプション取引、国債証券の先物取引やオプション取引
　　　等であり、取引所以外の取引では、株式、債券、新株予約権証券、選択権付債券売買取引、為替予約取
　　　引等であります。

　　②　トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法
　　　　トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法を採用しております。

　　③　トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法
　　　　トレーディング商品に属さない有価証券等については、以下の評価基準及び評価方法を採用しており
　　　ます。

　　 　 その他有価証券
 　　　 ・時価のあるもの
           連結決算日の市場価格等に基づく時価をもって連結貸借対照表価額とし、取得原価との評価差額
           を全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。
　 　　 ・時価のないもの
           移動平均法による原価法によっております。
           　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項に
           より有価証券としてみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入
           手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　 ① 有形固定資産　　･･･　建物（建物附属設備は除く）
      (リース資産を除く)     イ　平成10年３月31日以前に取得したもの　　　旧定率法　　
        　 　　　　　 　　   ロ　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの　　旧定額法
        　 　　　　 　　　   ハ　平成19年４月１日以降に取得したもの　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　   建物以外
        　 　　　　　 　　   イ　平成19年３月31日以前に取得したもの　　　旧定率法
        　 　　　　　　　    ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの　　　定率法
        　 　　　　　　　    主な耐用年数は以下のとおりであります。
        　 　　　　　　　 　 建物：３年～50年　　器具備品：３年～20年

　 　② 無形固定資産　  ･･･　定額法を採用しております。
　    (リース資産を除く)     なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
                   　　　　 （５年）に基づく定額法を採用しております｡

     ③ リース資産    ･･･   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　  　　　　       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　　　　　　　　　 　       なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
　　　　　　　  　　　      ス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に
　　　　　　　　　　　      関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取
　　　　　　　　　 　       引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（3）重要な引当金及び準備金の計上基準
　　①　貸倒引当金･･･  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算
   　　　　　　　　　　額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能
　  　   　　　  　　　見込額を計上しております。

　　②　賞与引当金･･･  従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の計算方法により算出した支払見込
   　　　　　　　　　　額を計上しております。

　　③　金融商品取引･･･証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５及び金融商品取引業等
　　　　責任準備金   　に関する内閣府令第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。

　　          連　　結　　注　　記　　表

［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］
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①　繰延資産の処理方法
　  株式交付費･･･支払時に全額費用計上しております。

②　ヘッジ会計の方法
  　ヘッジ会計は原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益または評価差額をヘッジ対象に
  係る損益が認識されるまで純資産の部において繰延べる方法によっております。
　　なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

③　のれんの償却方法及び償却期間
　  のれんは、５年間で均等償却しておりますが、金額が僅少なものについては、発生年度に一括して償
　却しております。

④　消費税等の会計処理方法
　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

⑤　連結納税制度の適用
　  連結納税制度を適用しております。

⑥　退職給付に係る会計処理の方法
　　・退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
　　　については、給付算定式基準によっております。
　　・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
　　　よる定額法により費用処理しております。
　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
　　　の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
　　　理することとしております。

　[会計方針の変更に関する注記]

　[表示方法の変更に関する注記]

　[連結貸借対照表に関する注記]

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1） 担保に供している資産
　　　　　建物
　　　　　土地

　　　　　　　　　投資有価証券

（2）担保に係る債務

    上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券を証券金融会社からの借証券の担保として373百万円、信用取引
  借入金に対して1,620百万円、取引所等の信認金及び取引参加者保証金の代用として42百万円、清算基金として
  219百万円、当初証拠金として955百万円を差し入れております。

88百万円

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基
準」という。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業
分離等会計基準」という。)等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する
当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の
費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合につい
ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合に
は、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の
期首残高を記載する方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支
配株主持分への表示の変更を行っております。
   企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項
（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の
期首時点から将来にわたって適用しております。
　この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に与える影響額は軽微です。また、当連結会計年度
末の資本剰余金に与える影響額も軽微です。
　

　従来、連結子会社が営む事務用品等販売業に係る売上原価については、商品種類に応じて、「販売費・一
般管理費」の「事務費」又は「その他」に計上しておりましたが、当連結会計年度から「その他の営業費
用」として計上することに変更いたしました。
  この変更は、事務用品等販売業の拡大に伴い、関連する収益・費用が増加したことから、「その他の営業
収益」として計上される同事業収益と、その費用との対応関係を明確にし、当社の営業活動の成果をより適
切に表示するために行ったものです。
   この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費・一般管理費」の「事務費」に計上し
ていた1,206百万円及び「販売費・一般管理費」の「その他」に計上していた53百万円を「その他の営業費
用」に組替えております。この組替えにより、純営業収益が1,259百万円減少しておりますが、営業利益、
経常利益及び税金等前調整当期純利益に与える影響はありません。

268百万円
533百万円

　　　合　　　　　計 890百万円

　　　合　　　　　計 2,747百万円

    長期借入金 302百万円
      金融機関借入金 302百万円
    信用取引借入金 2,445百万円
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  ２．有形固定資産より控除した減価償却累計額 4,302百万円

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　　　普通株式 44,431,386株

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

株式の種類
１株当たり
配当額（円）

普通株式 837 19.00

普通株式 1,177 （注）27.00 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

普通株式 利益剰余金 1,134 （注）26.00 

３．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　普通株式　　

[金融商品に関する注記]
１．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針
　　 当社グループは、有価証券の売買等及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集、売出し及び
　 私募の取扱い、並びにその他の有価証券関連業等の金融商品取引業を中核とする投資・金融サービス業を行っております。
　　 これらの事業を行うため、当社グループでは主に自己資金によるほか、必要な資金調達については金融機関からの借入れに
　 よっております。
　　 資金運用については、短期的な預金や貸付金のほか、顧客の資金運用やリスクヘッジなどのニーズに対応するための顧客と
　 の取引、及び自己の計算に基づき会社の利益を確保するためのトレーディング業務等を行っております。
　 　デリバティブ取引については、主として顧客の資金運用に対応するためのリスクヘッジや、トレーディング業務におけるリ
　 スクヘッジ目的で利用しております。投機的な取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
　   当社グループが保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に基づき外部金融機関に信託する顧客
   分別金信託であり、預金や顧客分別金信託は預入先の信用リスクに晒されていますが、取引相手先はいずれも信用度の高い銀
　 行であるため、相手方の債務不履行による信用リスクはほとんどないと判断しております。
     信用取引貸付金は顧客の資金運用ニーズに対応するための短期貸付金であり、顧客の信用リスクに晒されています。
　　 募集等払込金は、投資信託の募集に伴う投信委託会社への払込金であり、投信委託会社の信用リスクに晒されています。
     また、自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券等であり、商品有価証券については
   顧客の資金運用やリスクヘッジなどのさまざまなニーズに対応するための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益
   を確保するための取引等のトレーディング業務のために保有し、投資有価証券については事業推進目的等で保有しているもの
   があります。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されています。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
　 ①信用リスクの管理
　　 　当社グループの信用リスクの管理については、リスク管理規程及び信用リスク管理細則に則り行っており、特定の業種・
　　 企業・グループ等への与信集中を排除し、リスク分散と適度なリターンの確保に努めております。また、個別与信先の信用
　　 力、事業内容及び成長性等を総合的に斟酌した与信管理を徹底するとともに、第三者である格付機関の格付ランク、担保の
     有無等に応じた与信限度額等の設定により適正なリスク管理を行っております。具体的には、信用取引に関する与信管理を
　　 各営業部支店、コンプライアンス部、資金証券部で日々行っているほか、財務・企画部、リスク管理室でも取引先等の信用
　　 リスクに関して、必要に応じて経営陣に報告するなどして管理しております。

　 ②市場リスクの管理
　　 　当社グループの市場リスクの管理については、リスク管理規程及び市場リスク管理細則に則り行っており、株価、金利、
　　 外国為替相場等の変動を適切に認識し、リスクのコントロールと収益の安定的な確保に努めております。具体的には、市場
　　 リスク相当額は標準的方式により算出しており、内部統制委員会の下部組織であるリスク管理会議において、状況の把握や
　　 確認、今後の対応等の協議を行っております。日常的には、リスク管理室においてモニタリングを行い、経営陣その他の関
　　 係者に対し報告しております。主として顧客との取引から発生するトレーディング業務に関する有価証券については、リス
　　 ク管理に関する社内規程に基づき、取引を行う部門毎及び商品毎に許容可能なリスク量(ポジション枠)をあらかじめ定める
　　 とともに、ロスカット基準などを設けた上で、運用環境、当社財務状況等を勘案し、リスク管理会議において運用枠等の見
　　 直しを図っております。また、有価証券を含む投資商品の保有については投資会議規程に基づき決定され、売買を執行する
　　 部署から独立したリスク管理担当部署において日常的なモニタリングが行われ、当社の経営陣及び関連部署に日々報告する
　　 などして管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　   金融商品の時価には市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
　 当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なることもあ
   ります。

決　　議 配当金の総額（百万円） 基準日 効力発生日

平成27年５月18日
取締役会

平成27年３月31日 平成27年５月29日

平成27年10月29日
取締役会

平成27年９月30日 平成27年11月25日

 （注）１株当たり配当額は、普通配当17.00円、創立65周年記念配当10.00円であります。

決　　議 基準日 効力発生日

平成28年５月20日
取締役会

平成28年３月31日 平成28年５月31日

 （注）１株当たり配当額は、普通配当16.00円、創立65周年記念配当10.00円であります。

553,800株
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２.金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

   （単位：百万円）

現金・預金 ― 

預託金 ― 

信用取引貸付金 ― 

募集等払込金 ― 

有価証券及び投資有価証券 ― 

①売買目的有価証券（商品有価証券等） ― 

②その他有価証券 ― 

― 

信用取引借入金 ― 

預り金 ― 

負債合計 ― 

デリバティブ取引　※

①ヘッジ会計が適用されていないもの (0) (0) ― 

②ヘッジ会計が適用されているもの ― (14) (14)

デリバティブ取引合計 (14)

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

　（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金・預金

　預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（２）預託金（４）募集等払込金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（３）信用取引貸付金

　信用取引貸付金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため時価は帳簿価額と近似していること

から当該帳簿価額によっております。

（５）有価証券及び投資有価証券

  これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は店頭基準気配値から提示された価格、受益証券は基準価額によ

っております。

（１）信用取引借入金

　　信用取引借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため時価は帳簿価額と近似していること

　から当該帳簿価額によっております。

（２）預り金

　　　預り金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（１）為替予約取引

　　　為替予約取引の時価の算定方法については、先物為替相場によっております。

（２）金利スワップ

　　　金利スワップの時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

非上場株式

投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資

　（※）上記については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象として

     おりません。

［１株当たり情報に関する注記］

　１株当たり純資産額 763円66銭

　１株当たり当期純利益 58円88銭

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 16,311 16,311

(２) 4,962 4,962

(３) 13,171 13,171

(４) 3,020 3,020

(５) 1,085 1,085

464 464

621 621

資産合計 38,551 38,551

(１) 2,445 2,445

(２) 5,794 5,794

8,240 8,240

(0) (15)

288

合計 575

資　産

負　債

デリバティブ取引

区分 連結貸借対照表計上額

287

- ６ -



平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

（単位：百万円）

当期首残高 3,705 5,004 11,219 △ 281 34,225

　会計方針の変更による
　累積的影響額

　　―

会計方針の変更を反映
した当期首残高

3,705 5,004 11,219 △ 281 34,225

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,014 △ 2,014 △ 2,014

　当期純利益 2,273 2,273 2,273

　自己株式の取得 △ 499 △ 499

　自己株式の処分 △ 13 △ 13 33 19

　株主資本以外の項目の
  当期変動額（純額）

当期変動額合計 　　― 　　― △ 13 △ 13 258 258 △ 466 △ 221

当期末残高 3,705 4,991 11,477 11,477 △ 747 34,004

当期首残高 177 △ 1,851 △ 1,673 141 32,693

　会計方針の変更による
　累積的影響額

　　―

会計方針の変更を反映
した当期首残高

177 △ 1,851 △ 1,673 141 32,693

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,014

　当期純利益 2,273

　自己株式の取得 △ 499

　自己株式の処分 19

　株主資本以外の項目の
  当期変動額（純額）

△ 123 1 △ 122 57 △ 64

当期変動額合計 △ 123 1 △ 122 57 △ 285

当期末残高 54 △ 1,849 △ 1,795 198 32,407

11,219

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

　　　　　　　　　　　当事業年度

14,577 8,710 11,219

14,577 8,696

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

14,577 8,710

- ７ -



 　平成26年４月１日から
 　平成27年３月31日まで

（単位：百万円）

当期首残高 3,705 4,995 10,218 △ 721 32,775

　会計方針の変更による
　累積的影響額

23 23 23

会計方針の変更を反映
した当期首残高

3,705 4,995 8,701 10,241 10,241 △ 721 32,798

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,094 △ 2,094 △ 2,094

　当期純利益 3,071 3,071 3,071

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　自己株式の処分 9 9 440 449

　株主資本以外の項目の
  当期変動額（純額）

当期変動額合計 　　― 　　― 9 9 977 977 440 1,427

当期末残高 3,705 5,004 11,219 △ 281 34,225

当期首残高 935 △ 1,854 △ 919 67 31,923

　会計方針の変更による
　累積的影響額

23

会計方針の変更を反映
した当期首残高

935 △ 1,854 △ 919 67 31,946

当期変動額

　剰余金の配当 △ 2,094

　当期純利益 3,071

　自己株式の取得 △ 0

　自己株式の処分 449

　株主資本以外の項目の
  当期変動額（純額）

△ 757 3 △ 753 73 △ 680

当期変動額合計 △ 757 3 △ 753 73 746

当期末残高 177 △ 1,851 △ 1,673 141 32,693

10,218

利益剰余金

14,577

14,577 8,710 11,219

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
資本剰余金
合計 繰越利益

剰余金

14,577 8,701

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

　

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

自己株式

株　　主　　資　　本

前事業年度（ご参考）

- ８ -



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　     　　　　　個　　別　　注　  記 　 表

１．有価証券等の評価基準及び評価方法
（1）トレーディングの目的及び範囲
　　　　当社におけるトレーディング業務の目的は、取引所において行う取引については健全な市場機能の発
　　　揮と委託取引の円滑な執行に資すること、取引所以外の取引については公正な価格形成と流通の円滑化
　　　を図ることを主目的とし、併せて、時価の変動または市場間の格差等を利用して当社が利益を得ること
　　　並びに損失を減少させることを目的としております。
　　　　当社のトレーディングにおける取扱商品は、取引所取引では上場株式、新株予約権付社債、株価指数
　　　の先物取引やオプション取引、個別株オプション取引、国債証券の先物取引やオプション取引等であり、
　　　取引所以外の取引では、株式、債券、新株予約権証券、選択権付債券売買取引、為替予約取引等であり
　　　ます。

（2）トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法
　　　　トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法を採用しておりま
　　　す。

（3）トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法
　　　　トレーディング商品に属さない有価証券等については、以下の評価基準及び評価方法を採用しており
　　　ます。
　　　　①子会社株式及び関連会社株式
　　　　　移動平均法による原価法によっております。
　　　　②その他有価証券

 イ  時価のあるもの
　 決算日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表価額とし、取得原価との評価差額を全部
　 純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。
 ロ  時価のないもの
　 移動平均法による原価法によっております。
   　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項
 　により有価証券としてみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
　 て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産　　･･･　建物（建物附属設備は除く）
   （リース資産を除く）   イ　平成10年３月31日以前に取得したもの　　　旧定率法　　
        　 　　　　　 　　ロ　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの　　旧定額法
        　 　　　　 　　　ハ　平成19年４月１日以降に取得したもの　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　建物以外
        　 　　　　　 　　イ　平成19年３月31日以前に取得したもの　　　旧定率法
        　 　　　　　　　 ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの　　　定率法
        　 　　　　　　　 主な耐用年数は以下のとおりであります。
        　 　　　　　　　 　建物：３年～47年　　器具備品：３年～20年

（2）無形固定資産  　･･･　定額法を採用しております。
　 （リース資産を除く）   なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
                   　　　（５年）に基づく定額法を採用しております｡

（3）リース資産  　･･･　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　    なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
　　　　　　　　　　　　　 　 ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取
　　　　　　　　　　　　　 　 引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃
　　　　　　　　　　　　　 　 貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．引当金及び準備金の計上基準
（1）貸倒引当金･･･　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算
　　　　　　　  　  額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能
　  　　　　　　  　見込額を計上しております。

（2）賞与引当金･･･　従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法により算出した支払
　 　 　 　 　  　  見込額を計上しております。

（3）退職給付･･･　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
　　 引当金　　     見込額に基づき計上しております。
　　　　　　　　 　 ①退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
　　　　　　　　  　　させる方法については、給付算定式基準によっております。
　　　　 　　　 　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　 　 　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
　　　 　 　　　　　　年数（５年）による定額法により費用処理しております。
　　　　 　　　 　　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
　　　 　 　　　　　　務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
　　　 　 　　　　　　翌事業年度から費用処理しております。
　　　 　 　　　　　　　なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取
　　　 　 　　　　　　扱いが連結貸借対照表と異なります。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

- ９ -



（4）金融商品取引･･･　証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５及び金融商品取引業等に　　
　　 責任準備金　　　 関する内閣府令第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。   　　　

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（1）繰延資産の処理方法

　　株式交付費･･･  支払時に全額費用計上しております。

（2）ヘッジ会計の方法
　　　ヘッジ会計は原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益または評価差額をヘッジ対象に係る
　　損益が認識されるまで純資産の部において繰延べる方法によっております。
　　　なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

（3）のれんの償却方法及び償却期間
 　　 のれんは、５年間で均等償却しておりますが、金額が僅少なものについては、発生年度に一括して償却し
　　ております。

（4）消費税等の会計処理方法
 　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

（5）連結納税制度の適用
 　　 連結納税制度を適用しております。

　[会計方針の変更に関する注記]

　[貸借対照表に関する注記]

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産
　　　　　投資有価証券

（2）担保に係る債務

　   上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券を証券金融会社からの借証券の担保として373百万円、信用取引
　 借入金に対して1,620百万円、取引所等の信認金及び取引参加者保証金の代用として42百万円、清算基金として
   219百万円、当初証拠金として955百万円を差し入れております。

２．有形固定資産より控除した減価償却累計額 3,912百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  
（1）短期金銭債権 105百万円
（2）長期金銭債権 91百万円
（3）短期金銭債務 4百万円

４．取締役及び執行役に対する金銭債務 23百万円

５．土地の再評価
　　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
　土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

     「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に定め
　る再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号
　に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を
　算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整
　を行って算出する方法を採用しております。
　　　再評価を行った年月日　平成12年３月31日
　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額　　　　△　261百万円

 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。)
及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」と
いう。)等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いた
しました。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合について、暫定的な会計処理の確定による取得原価
の配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する
影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更いたします。
  企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第57－４
項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　この結果、当事業年度の税引前当期純利益に与える影響額は軽微です。また、当事業年度末のその他資本剰余
金に与える影響額も軽微です。

88百万円

    信用取引借入金 2,445百万円
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６．有価証券等を差し入れた場合等の時価額
（1）信用取引貸証券
（2）信用取引借入金本担保証券

７．有価証券等の差し入れを受けた場合等の時価額
（1）信用取引貸付金本担保証券
（2）信用取引借証券
（3）受入保証金代用有価証券

 ［損益計算書に関する注記］
関係会社との取引高
（1）営業収益
（2）販売費・一般管理費

　[株主資本等変動計算書に関する注記]
 当事業年度の末日における自己株式の数　普通株式 807,868株

  [税効果会計に関する注記]
 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 　繰延税金資産
　 　賞与引当金 211百万円
　 　未払事業税 44百万円
　 　投資有価証券評価損 76百万円
　 　投資事業有限責任組合損失 58百万円
　 　退職給付引当金 69百万円
　 　減価償却費限度超過額 36百万円
　 　金融商品取引責任準備金 55百万円
　 　ゴルフ会員権評価損 58百万円
　 　その他 269百万円

880百万円
　 評価性引当額 △477百万円
 　繰延税金資産合計 402百万円

 　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金  　△ 46百万円
　 繰延税金負債合計  　△ 46百万円

 　繰延税金資産の純額 356百万円

２.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国
会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以
降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.34％から、回収又は支払が見込まれ
る期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.86％、平成30年４月１日以降のものについ
ては30.62％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は16百万円減少し、当事業年度に計
上された法人税等調整額が19百万円、その他有価証券評価差額金が２百万円それぞれ増加しております。

　[リースにより使用する固定資産に関する注記]

　 該当事項はありません。

　[関連当事者との取引に関する注記]
　 該当事項はありません。

　[１株当たり情報に関する注記]
１株当たり純資産額 738円33銭
１株当たり当期純利益 51円88銭

　[重要な後発事象に関する注記]
　 該当事項はありません。

　[その他の注記]
 減損損失に関する注記
　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

  　　　 　 （単位：百万円）

　　当社のグルーピングは、管理会計上で区分した部及び支店をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として
　捉え、その単位を基礎にグルーピングを行っております。また、本社、寮、厚生施設等については独立したキャ
　ッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としてグルーピングを行っております。
　　環串本支店は平成28年３月に閉鎖し環支店へ統合しましたが、今後の資産の使用見込みが不透明なため、上記
　の資産の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。　

支店 環串本支店

591百万円
2,457百万円

11,895百万円
232百万円

20,302百万円

301百万円
822百万円

   　小  計　

場所
和歌山県

東牟婁郡串本町
用途 営業用店舗

計 4

建物 3
器具備品 0
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